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米国になける教員諸国体の団体交渉の実態と理論
一一一教員団体の専門職組合化へのーアプローチ一一一一
大脇康弘
<本研究の包的と考察の基本的視座>
近年，福祉国家体制が強化され行政機能が拡大されてぐる托従って教育になける官僚告IJイヒが顕
著になってきた。 ζの動向K対し，子どもの学習権を保噂する方途として教師の教育権限の拡大
を主張する教育専門職論がt 1少66年の ILO・ユネスコの「教員の地位{疋関する勧告Jを契
機として登場してきたが，その研究成果をみると「専門織J概念自体多種多様で研究の枠組みや
方煽命さえ十分整序されたものとして確立されてL、るとは、、ぃ難~、のしかし 古典専門職μ 、わ
れる医師・法律家をそデルに教識がそれ陀合致するか否かを問題陀する段階から，理念~として
の専門戦概念を設定し教育の本質K員IJして教織の専門職性を明らかV亡しようとする段階へと移行
してきたととは注目される。たとえば，竹内洋は専門職の基本要件=一次要件として職業技術の
高度性，代替不能性と職業機能の緊急性，不可欠性をあげ，専門職性の高低をほかるものさしとし
て(1)理論，技術の高度性，代替不能性 (2)理論，技術の必要性 (ろ)王理論，技術の利用性 (4)応用
促さいしての創造性と L寸四指標を抽出し，教職は準専門識であると結論している。(1)現在，教
i設が準専門職であるととを疑う余地はないが あるべき教育行為の本質K照らしてみれば教織の
専門職化の必要性は明らかであろう。その際重要となってくるものが教師が集団としてもっとと
ろの「自律性Jであり，それは専門職組織としての学校組織の自律性であると共VC，専門l獄図体
としての教員団体の自律性である。現在のと ζろ前者は教育VC:;b'ける官僚告IJ化とi菊わって問題Vと
されてきたが，後者の研究は十分体系的に研究しつくされているわけではなL、。故K筆者は教育
専門戦論のー領域としての教員団体論の構築をめざし，本研究Vてむいてその中核となるべき教員
団体の役割機能の解明を課題として設定したoそして，具体的にとの問題を歴史的事実K員りして
考える場合の確好の素材として米国の代表的教員団体である NEAC全米教育協会)と AFT
(アメリカ教員同盟)を研究対象として選定した。そのととを大雑把に概括してみると次のよう
Vとなる。すなわち，従来教師の資質水準の維持，向上K主要な関心を置し、てきたNEAと教師の
勤務条件改善のためK活動してきたAFTが， 1 9 6 0年代K教員意識の戦闘化に支持‘影響さ
れて全米各地任命いて地教委，州教委に団体交渉 Ccollective negotiation)を要求し，
圧力手段としてストライキあるいはサンクションを行使するなかで，両団体は教員の組織イヒを巡
って競合しつつ互h、に棺手団体の役割機能を吸収し接近の様椙を強めてきたと L、う歴史的事実K
注自するからである。すなわち，るる程度みてとれる両国体の役割機能の相互浸透と Lづ事実の
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意味の分析を通じて，筆者の教員団体論の基本構想をたてようとするのである。すでに市川紹午
が指捕しているよう VC，西欧諸国の教員団体を，専門職団体一機能研究一保守党支持一上層中流
階級への帰属意識(専門殺意識〉ー管理戦者加入，労働組合一労働運動ー革新支持一明働者階級
への帰属意識ー管理識者排除といった二分法的K類型化するととは実態としては菌難であり，各
国の教員団体は専門職主義 (professionalism)と労働組合主義 (uni On i s m)を融合的K取
り入れてい〈傾向Vとある。(2)とれは，教師はその麗用形態陀むいて公務員という労働者であるが，
他方，教青と」、う職務内容に、注目すると教育実践の本質からみて専門職者であるべきだという立
場に立つとすればrうなづけるととであり，教員団体は当然従来労働組合的自体が荷ってきた勤務
条件の改善と従来専門職的団体が保持してきた戦務内容に関する自律性の確保というこつの重要
な役割機能をもつべきであり，筆者ほ ζのような団体を[専門職組合Jと呼ひ〉教員団体の専門
職組合化への諸条件の解明を課題としている。本研究ほとうしたこっの原理K基づく「専門職組
合論jの構雫を志向している。そとでその構築の作業(1[j:，'¥， ，て解明すべき三つの課題を設定して
いるが，叙述にからませていえば次のよう Kなる。
第一は. 1 9 6 0年代κ出現しに教員の戦闘性の内実と戦闘化の露b図を明らか(f[L，教員団体
Kよる教員の組織化の過程を解明するととである。とのためK事例研究としてニューヨーク市教
員の戦闘化と UF 'I (ニューヲ}ク市統一教員連盟)(1[よる教員の組織化を坂り上げ実態分析を
行なう。とれは主Vζエューヨーク市教員の組合化 (uni on i zぇti on )を事例分析したコーノl〆
(00 1 e ，S)やむ FT等 7地方教員団体を比較調査したローゼンタール (Rosen t ha 1 • A)の研
究の批判的検討を過して行なわれる。{大 {ζ全米規模からみた教員の戦闘化をストライキ発生数と
その説模め涯史的変遷及び教員の意識調査を過して分析し，その動因を探るO
第ご"~ま，団体協議の進展 K伴フてAFTは団体交渉 (collective bargaining)とスト
ライキ政策を， NEAは専門的交渉Cprofessional negotiation) とサンクション(San-
ction)政策を打払出して競合したが，とれを素材として教員の団体交渉権及びストライキ権の
理論化をはかると共(1[， A P TとNEAの役割機能の変容を明らかUてするととである。前者は公
務員法制jの変容をぽ史的K分析し，官‘民労働法の同一化傾向を指摘すると共(1[，現在有力K主
張されてし、る公務員の労働基本権制限i論一一①全体の奉仕者論(主権雇用主説) ②代議詰IJ政治
過程尊重論 ③市場抑制力欠如論 ④重要公務論ーーを批判的K訣討してその謀長立に到るO 後者は
間関体が団体交渉の範囲一一①給与，勤務時間，その他の勤務条件 ②学級規模，教戦員の定数，
学校の施設設備，等の教育条件〈教育計画)ーーを如何κ考えてきたかの分析を通して行なわれ
る。その際."教育条件と勤務条件の密接な関係性が指摘され，また団体交渉の範囲が教員団体の
自律性と関わって問題UてされるO
第三は，教員団体の役割機能の観点から専門戦組合化への諸条件を解明するととである。この
ためUてまずNEAとAFTの統公の動きを介析し，統合への大きな障害となっている AFL-O
r 0 (アメワヵ労働総同盟ー産業別組織会議)への加盟と組織構成メンパペ特に教育行政官の
処遇問題K焦点を当て，域在問団体が自らの役割機能を如何に規定しているかをその教職の役割
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規定の仕方との関わりで探るとと LてするO 次児教i設=被用専門職論との関わりで教員団体が教員
の福利の改善と職務内容κ関する自律性の確保とし、う二つの役割機能を併せもった専門織組合と
して確立されなければならない必然、性を説く。との際，教駿が現在のととる準専門職K停まって
いることと関係して教員団体の自律性の確保というととが大きな問題となってくる。カッツ
(Ka t z ， F. E. )は教師の自律性の源泉として①戦務遂行花台ける専門職i生児由来する内在的
自律性 ②学校内外の準拠集団K由来する外在的自律性をあげている(3)が，教員団体は学校組織
と並んで教師に外在的自律性を付与する役割機能を果たしてL、るのであるO 教員団体(=専門職
組合)の自律性は，戦業行為の水準の維持・向上を図るためK加入資格統訪IJ，専門戦倫理の維持，
逸脱者』て対する制裁，現職研修，等を行なう対内的自己規制と，職務遂行を可能Kする外在的条
件確保ーのため児教育政策策定へ関与(教育条件，教員の養成，免許，認可，等の決定へ関与)
する対外的自己主張と K分けられるが，現在のととろ自律性の程度は:恨めて低u、。とれは一つK
は教械が準専門職でるるととと関係してむり，一つVては教育が近代陀沿いて公教育として組織化
されたことからくる自治体や国家の干与の仕方が強大てあるととと関係しているO ζれ故，教員
団体の尋内義組合化Kは，医師会等の専門戦団体が専門戦組合化するととと比較して大きな困難
が横たわっているといえる。教員団体の専門職組合化の前提として教職の専門織化がなされなけ
ればならないが，そのため陀は前述の専門職性の基本要件が満たされねばならなL、。それは，教
育科学が擁立され，教師がそれを学ぶととによって教育技術を高め，学問に基礎を器入、Tこ体系的，
系統的教材で，授業を科学的に組織するとと児よって可能となるに違」、なL、。しかし，教員団体
はその時々の教駿の専門職性の程度K相応じた自律性の確保を追求していかなければならないし，
それが専門職組合化への道なのである。以上，筆者¥"l-本研究Fてないて三フの課題を明らかにする
ことを通して， I専門職組合論」の構築を行なっていきたいと考えるO
<本論文の構成>
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おわり κ
注 (1 )竹内 洋「準‘専門職業としての教師j (ソシオロジー第 17巻 5号， 1 9 7 2) p P. 7 9 
-81 
(2) 市)IB午f専門職としての教師j1 96呪 pp. 91 - 95 
(3) Katz， E. F.， The Shcool as a Oomplex Organization， Harvard Edu-
c a t i 0n a i R，e v i ew， v 0 1. 2 4 ;%， 3， 1 9 6 4 s u mm e r， P. 4 3 4 
※ 「教員団体J( teachers organization )とLづ概念は，公教育制度下の全教員を組
織化し，その集団的利益を追求しようとする志向性をもった教員の団体を指示するものであ
る。それは主として ①教師の利益擁護と生活条件の改善②教師の現職研修や自主的研究活
動③社会的・政治的活動，特に教育政策決定への参与などを B擦としてきた。(持田栄一
「外国の教員組合J，岩波i講座「教育J 第 8巻， 1 9 5 2， p. 1 8 2 )それ故，各教科p 各学
校段階ごと K組織される教育研究を自的とする教員の団体(r教育研究団体J)とは区別さ
れる。
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